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総務省「デジタル活用支援推進事業」等について

令和３年１２月

総務省四国総合通信局
情報通信振興課

ARIUQ
テキスト ボックス
【四国管内地域包括ケア等推進関係省庁連絡会　行政説明２　四国総合通信局】



1デジタル活用支援推進事業 1

● デジタル社会の形成に当たり、民間企業や地方公共団体等と連携し、デジタル活用に不安のある高齢者等

の解消に向けて、オンラインによる行政手続やサービスの利用方法に対する助言・相談等の対応支援を行う

「講習会」を、全国において実施。

令和４年度要求額 25.0億円
（令和３年度当初0.7億円、令和２年度３次補正11.4億円の内数）

（事業主体） 民間企業（携帯キャリア、地元ICT企業、
社会福祉協議会、シルバー人材センター等）等

（事業スキーム） 補助事業（間接補助）
（補助対象） 講習会等の実施に係る人件費、委託費、

その他諸経費（機器・機材等費用、会場借料、通信費、旅費、
消耗品費、印刷製本費等）等

（補助率） 定額補助
（計画年度） 令和３年度～令和７年度

国
(総務省)

執行団体

事業実施団体から
の交付申請の

評価・交付決定

事業実施団体
（携帯ショップのスマホ教室等）

交付決定
直接補助

交付決定
間接補助 高齢者等の身近な場所で、

行政手続きや利用ニーズの
高い民間サービスの利用方
法の助言・相談

（説明・相談の例）
・マイナポータルの使い方
・オンラインによる診療や予約 等

• 令和４年度以降は、携帯ショップがない市町村への
講師派遣を含め、令和３～７年度の５年間で
延べ1,000万人の参加を目指して取組を充実化。



2デジタル活用支援推進事業

デジタル活用支援員派遣

地域の担い手となる、高度なスキルを
有する「デジタル活用支援員」を育成し、
全国津々浦々に支援員を派遣して
支援を実施

○全国における支援
携帯ショップ等における講習会等、都市部を中心に全国に拠点を有する全国展開型

○地域に根差した支援
①講習会(地域連携型)： 地方公共団体と連携して、公民館等の公共的な場所で実施する地域連携型
②デジタル活用支援員派遣：講習会(地域連携型)等でカバーできない地域含めて全国津々浦々に支援員を派遣

携帯キャリア等（都市部等）

既に講習会等を行う拠点を全国に
有しており、当該拠点で支援を実施
する主体（携帯キャリア・携帯ショッ
プを想定）

地方公共団体と連携して、公民館等
の公共的な場所で支援を実施する主
体（地元ICT企業、社会福祉協議会、
シルバー人材センター）

講習会(類型A：全国展開型)

地域に根差した支援（地方）

講習会(類型B：地域連携型)

（説明・相談の例）
• マイナンバーカードの申請方法 マイナポータルやe-Tax、オンライン診療の使い方
• スマートフォンの基本操作 インターネットの利用方法 等

＊赤字部分：
令和４年度 拡充要求部分
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○ 総務省デジタル活用支援推進事業として、四国管内では「全国展開型」約80箇所及び「地域連携型」11地域で講習会開催。

○ 「地域連携型」では、R2の実証に参加した体制を活用するもの、CATVが協力関係にある地域のICT人材を活用するもの、
社会福祉協議会が外出困難な高齢者等にも対応する「訪問型講習会」等を実施するもの、村のデジタル化事業（スマートフォン
普及促進等）と連動するものなど、それぞれ特徴ある形で事業が実施される。

事業実施主体 連携自治体（実施地域） 支援員（講師） 講習会開催場所

株式会社愛媛ＣＡＴＶ 愛媛県 東温市
スマートフォン教室等の講師の経験者やパソコン教室を生業
としている地元の方（愛媛CATVと協力関係）を活用。

愛媛ＣＡＴＶのショップや東温市中央公民館、川内公民
館等

社会福祉法人東みよし町
社会福祉協議会 徳島県 東みよし町

社会福祉協議会職員が支援員となり、アシスタントとしてアク
ティブシニア地域活動支援センターの「生きがいづくり推進員」
を活用。

三加茂老人福祉センター、ふれあい健康館
外出が困難な高齢者等に細やかに対応する「訪問型
講習会」も実施（ふれあいいきいきサロン拠点10箇所）

株式会社タケダ
【携帯ショップ運営会社】 香川県 高松市

同社運営の携帯ショップ店員から、自治体でのスマートフォン
教室実施実績のある者が対応。

木太、浅野コミュニティセンター、リビングカルチャー
センター等

公益社団法人松山市
シルバー人材センター 愛媛県 松山市

シルバー人材センター所属会員及び職員（令和２年度実証で
養成された者を含む）。スマートインクルージョン活動推進協
議会（同実証参加）が支援員をバックアップ。

久米公民館、中島公民館、北条公民館、松山市ハーモ
ニープラザ 等

株式会社モバイルコム
【携帯ショップ運営会社】

愛媛県松山市、今治市、
宇和島市、新居浜市、
西条市、四国中央市、
松前町

携帯ショップにて日常的に顧客対応を行っているスタッフから
経験豊富でスキルの高い者を登用（同社正社員）。チームを
編成し統括を置く。

公民館（松山市、今治市、宇和島市、新居浜市）、
市民文化ホール・市役所内（四国中央市）、総合文化
センター・総合福祉センター（松前町） 等

合同会社ショープロジェクト 高知県 日高村
日高村が実施する「村まるごとデジタル化事業」*と連携
（KDDI（全国展開型事業者）も協力）。支援員のアシスタントと
して村認定の共助サポーター「スマ友」を活用。

デジタル共助ステーション（スマ友ステーション）及び
公共施設

＊村がKDDI㈱、㈱チェンジと包括的連携協定を締結。スマートフォン普及促進活動や防災・健康等のアプリの利用促進を通じて、2021年度中に住民のスマートフォン普及率100%の実現を目指す。

＜四国管内「地域連携型」の実施主体・実施地域＞

デジタル活用支援推進事業 令和３年度 四国における取組状況 3

（出典： 報道資料等より四国総合通信局 作成）
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徳島県東みよし町の例（社会福祉協議会）

令和３年度 四国における取組状況～「地域連携型」の例



5地方公共団体による独自の取組の推進

○公民館等で地域おこし協力隊等を
講師とした出張講座の開催や相談対
応の実施などのアウトリーチ型支援

○地域の担い手等のスタッフによる
サポートを受けられる場づくり

○地域住民のデジタル活
用支援を担う地域おこし協
力隊等の登用による支援
体制充実

（講座内容）
• デジタル機器や基本
アプリの使用法

• ぴったりサービスを利
用した行政手続のオ
ンライン申請方法 等

【取組のイメージ】
• 毎週●曜日■時~▲時、「デジタルふれあい

カフェ」を開催
• 会場は地域の拠点施設や飲食店等
• スタッフとして、地域の携帯ショップ等のスタッフ

や学生等住民からボランティアを募集
• スタッフによる支援、参加者同士の教え合い
• Wi-Fiを設置、また、参加者自らスマホ決済

での購入体験

国事業の枠組みの活用

地域におけるデジタル活用支援の取組例

※ このほかにも、地域の民間事業者やNPO等への委託、住民に身近な各種団体との連携、地域活性化起業人（企業人材派遣制度）の活用による実施

○講座の講師となる者や相談対応をする者の育成のため、国事業の研修の受講や講師用教材の活用
○地方公共団体からの依頼に基づく、国事業の講師の派遣
○国事業において作成する、一般の受講者向けの教材・動画の活用
○近隣の携帯電話ショップ等において国事業の講座等が実施される場合の周知広報の協力

デジタル
ふれあい
Cafe

＜地域運営組織等による場の設定＞

（講師）
• 地域おこし協力隊、
集落支援員（OB・
OG含む）等

• 民間事業者等から
の派遣

【参考】 地域社会のデジタル化を強力に推進するため、
地方財政計画に「地域デジタル社会推進費」を2,000億円計上

連携



6国補助事業（デジタル活用支援推進事業）の教材等

https://www.deji-katsu.jp/teaching-materials-and-videosデジタル活用推進支援推進事業 ポータルサイト→ 「標準教材・動画」



7デジタル活用支援に関する全体構想 （令和３～７年度） 7

 総務省 デジタル活用支援推進事業

• 全国の携帯キャリア（携帯ショップのスマホ教室）や、地域ICT企業、福祉団体、自治体と積極的に連携。
• 令和３年度は全国2,300箇所以上の拠点（携帯ショップ約2,100箇所、地域のICT企業等で約200箇

所）において講習会を開催予定。
• 令和４年度以降は、携帯ショップがない市町村（817市町村）への講師派遣を含め、令和３～７年度
の５年間で延べ1,000万人の参加を目指す（開催箇所数 5,000箇所、支援員数１万人）。

 国民運動としての取組
• 「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を達成するため、総務省の事業に加えて、他府省・地方公共

団体・教育機関・NPO法人等と連携し、国民運動として、若い世代が高齢者に教えることや、高齢者が気軽
に何でも相談したり教えあうことができる場の提供といった幅広い取組を積極的に促していく。

• 地方公共団体、高齢者団体、商工団体、農業団体、町内会・自治会、NPO法人などの様々な地域の担
い手の積極的な取組を後押し。地域における多様な「支援員」の育成・確保。

 周知広報
• 高齢者への影響力が大きいテレビ・ラジオによる政府広報の活用（10月1日、22日放送）
• デジタルの日（令和3年は10月10日、10月11日）を「みんなでデジタル活用を学ぶ日」と位置づけ、

デジタル庁と連携して国民運動として盛り上げるとともに、全国多くの場所で一斉に講習会等を開催する。

※スマートフォン等を利用できない60歳以上の高齢者の推計値 ⇒ 4,362万人中 2,022万人（令和3年1月 内閣府世論調査）
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参 考

地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証

医療・ヘルスケア分野の事例



9へき地診療所における中核病院による遠隔診療・リハビリ指導等の実現

請負者 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 分野 医療・ヘルスケア

実証地域 愛知県新城市 コンソーシアム
（株）エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所、（株）NTT
ドコモ、新城市民病院、新城市、名古屋大学、ニプロ
(株)

地域課題等 予防医療を担う医療従事者（総合診療医、リハビリ専門医、リハビリ専門職等）の不足、山間部等のへき地へ医療
従事者を派遣する負担の増加

実証概要

課題実証：①診療所における中核病院の医師によるテレビ通話を用いた問診やウェアラブルカメラ等による超音波画像
検査等の遠隔診療に関する実証、②遠隔リハビリ指導に関する実証、③４Kカメラやウェアラブルカメラ等を用
いた遠隔からの摂食嚥下指導に関する実証 等

技術実証：ローカル5Gの性能評価、電波伝搬特性評価及びエリア構築・システム構成の検証を実施するとともに、
ローカル5Gとキャリア5Gの準同期運用を含めた共用検討等を実施。

ローカル５G等
（周波数・特長）

周波数：4.7GHz帯 構成：NSA構成
利用環境：屋内（病院・診療所・集会所）

高精細映像を用いたリハビリ指導

被験者

②遠隔リハビリ指導

看護師
（視線用アクションカメラ装着）

4K

４K接写用カメラ

4K

遠隔指示用カメラ
遠隔診療による問診・超音波画像検査

①遠隔診療(問診) 

モバイル超音波画像
診断装置

看護師
（視線用アクションカメラ装着）

被験者

4K

遠隔指示用カメラ

4K

４K接写用カメラ

高精細映像を用いた摂食嚥下指導
③遠隔摂食嚥下指導

4K

遠隔指示用カメラ

4K

４K接写用カメラ

被験者

接写・全体映像
（遠隔指導）

スクリーニング調査

被験者
（住民）WEBアンケート

研
究
機
関

診
療
所

中
核
病
院

5G

問診及びプローブ映像・エコー画像の確認
（遠隔診療(問診) ）

総合診療科医

遠隔診療
支援システム

住民の健康状態を評価

※本事業はキャリア5Gにより評価

集
会
所



10専門医の遠隔サポートによる離島等の基幹病院の医師の専門外来等の実現

請負者 株式会社NTTフィールドテクノ 分野 医療・ヘルスケア

実証地域 長崎県長崎市、五島市 コンソーシアム
（株）NTTフィールドテクノ、長崎県、国立大学法人
長崎大学病院、長崎県五島中央病院、社会福祉法
人なごみ会、医療法人井上内科小児科医院

地域課題等 急速な高齢化に伴う高齢者施設や在宅での定期的な診療やケアを必要とする患者の増加

実証概要

課題実証：①離島等の基幹病院における、スマートグラスや4Kカメラ映像を介した専門医の遠隔サポートによ
る高度専門医療提供に関する実証
②離島等の医師が常駐していない高齢者施設における、スマートグラス映像を介した看護師による
遠隔診療・ケアサポートに関する実証

技術実証：ローカル5Gの性能評価、電波伝搬特性評価及びエリア構築・システム構成の検証を実施すると共
に、アップリンク/ダウンリンク比の検討や機器構成の要件検証を実施

ローカル５G等
（周波数・特長）

周波数：4.7GHz帯 構成：SA構成
利用環境：屋内（病院）

診療科別専門医による遠隔サポート

①専門医の遠隔サポートによる高度専門医療の提供
長崎大学病院

手術・救急医療（模擬）

五島中央病院（基幹病院）

4Kカメラ

スマートグラス

L5G専門外来

医師患者
4Kカメラ スマートグラス

L5G

現場医師がスマートグラスや4Kカメラの映
像をリアルタイムに送信

スマートグラスや4Kカメラを介してリアルタイム
にモニタリング

医師による遠隔サポート

井上内科小児科

嘱託医による遠隔サポート

②高齢者施設等における遠隔診療・ケアサポート

スマートグラス

高齢者施設L5G

スマートグラスを介した映像・音声を支援医師と共有し、高度なケアをサポート
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サーバールーム

中核病院における５Ｇと先端技術を融合した遠隔診療等の実現

請負者 特定非営利活動法人滋賀県
医療情報連携ネットワーク協議会 分野 医療・ヘルスケア

実証地域 滋賀県高島市 コンソーシアム

（特非営利）滋賀県医療情報連携ネットワーク協
議会、大津・湖西医療圏地域医療情報連携ネット
ワーク協議会、高島市民病院,本多医院、高島保健
所、慶應義塾大学、(株)情報通信総合研究所、日
本通信(株)、TXP Medical(株)、KPMGコンサル
ティング(株)

地域課題等 中核病院における医療業務の効率化及び病院機能の向上

実証概要

課題実証：①中核病院内・院外におけるリアルタイムな高精細画像情報の共有による遠隔診療や遠隔技術指導、
②AI画像診断による医療現場の働き方改革、③災害時における自営無線通信の確立、災害対策本
部等との情報共有、現場のトリアージ等の支援に関する実証

技術実証：ローカル5Gの性能評価、電波伝搬特性評価及びエリア構築・システム構成の検証を実施するとともに、
アップリンク/ダウンリンク比の検討や機器構成の要件検証を実施

ローカル５G等
（周波数・特長）

周波数：4.7GHz帯 構成：SA構成
利用環境：屋内（病院）

高島市民病院
（中核病院）

臨時診療機能設置仮設建屋
③災害時の通信確保及び医療支援

高精細カメラ

スマートグラス
・5Gスマホ

モニタ・PC

画像診断センタ

②AI画像診断による
診断支援

手術センター

高精細
カメラ
スマート
グラス

モニタ

院内ローカル
5G圏内

外来救急センター

スマート
グラス

モニタ

高精細
カメラ

①専門医による
遠隔診断支援

5Gスマホ

モニタ

スマートグラス

病棟等

スマート
グラス

①入院患者の急変
時遠隔指導

院内・仮設建屋での
リアルタイム接続による

医療支援

専門医
部門システム等(画像等)

AI画像診断

①専門医による
遠隔手術技術指導

5Gスマホ
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